
　

　　　平成16年3月期　　　    　　　　　個　別　財　務　諸　表　の　概　要

株式会社ウェッズ 登録銘柄

７５５１ 本社所在都道府県　 東京都

(  URL  http://www.weds.co.jp  ) 

TEL ( 03 )  5753-8201

有

有　（　1単元：　100株）

１．平成16年3月期の業績　（　平成15年4月1日～平成16年3月31日　）

（1）経営成績 （百万円未満切捨表示）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成16年3月期 20,178 （  △8.8 ) 299 （ △14.5 ) 189 （ △48.8 )

平成15年3月期 22,136 （  △4.4 ) 350 （　    7.8 ) 369 （ △16.9 )

;

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 　　　　　％ 　　　　　％ 　　　　　％

平成16年3月期 63 （ △57.4 ) 9 27 - - 1,1 1.6 0.9

平成15年3月期 149 （ △29.0 ) 28 34 - - 2.7 2.8 1.7

（注） １．期中平均株式数 平成16年3月期 4,444,975株    平成15年3月期 4,444,993株

２．会計処理方法の変更 無

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

平成16年3月期 10 00 5 00 5 00 44 106.6 0.8

平成15年3月期 10 00 3 75 6 25 44 35.3 0.8

(3) 財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成16年3月期 11,799 5,706 48.4 80

平成15年3月期 12,490 5,610 44.9 1,256 99

（注） １．期末発行済株式数 平成16年3月期 4,444,975株 平成15年3月期 4,444,975株

２．期末自己株式数 平成16年3月期 25株 平成15年3月期 25株

２. 平成17年3月期の業績予想　（　平成16年4月1日～平成17年3月31日）

1株当たり年間配当金

中間 期末 　 　

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

5 00

5 00 10 00

（参考） 1株当たり予想当期純利益（通期） 26円57銭

（注） 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値

と異なる可能性があります。
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５．【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

 １ 現金及び預金   748,225   509,139  

 ２ 受取手形   2,503,164   1,666,980  

 ３ 売掛金 ※２  2,853,775   2,518,791  

 ４ 商品   2,444,487   2,533,161  

 ５ 前払費用   131,038   96,607  

 ６ 繰延税金資産   187,908   140,270  

  ７ 未収入金 ※２  －   162,489  

 ８ 繰延ヘッジ損失 ※５  242,438   709,439  

 ９ その他 ※２  80,591   10,469  

   貸倒引当金   △43,510   △19,635  

   流動資産合計   9,148,120 73.2  8,327,713 70.6 

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産        

  (1) 建物 ※１ 2,044,999   2,043,141   

    減価償却累計額  1,212,979 832,019  1,264,305 778,836  

  (2) 構築物  233,188   233,188   

    減価償却累計額  170,886 62,301  180,668 52,519  

  (3) 車輌運搬具  124,040   125,189   

    減価償却累計額  76,531 47,509  78,497 46,691  

  (4) 工具、器具及び備品  267,644   256,278   

    減価償却累計額  169,064 98,580  131,863 124,414  

  (5) 土地 ※１  1,019,786   1,019,786  

  (6) 建設仮勘定   －   11,480  

   有形固定資産合計   2,060,197 16.5  2,033,728 17.2 

 ２ 無形固定資産        

  (1) ソフトウェア   29,570   27,015  

  (2) 電話加入権   7,202   －  

  (3) その他   1,526   1,216  

   無形固定資産合計   38,298 0.3  28,231 0.2 
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前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

 ３ 投資その他の資産        

  (1) 投資有価証券   185,154   367,689  

  (2) 関係会社株式   99,413   299,413  

  (3) 出資金   240   200  

  (4) 従業員長期貸付金   7,049   2,881  

  (5) 敷金   426,105   220,681  

  (6) 保険積立金   182,054   160,167  

  (7) 前払年金費用   246,544   323,001  

  (8) 繰延税金資産   51,719   －  

  (9) その他   76,875   68,172  

    貸倒引当金   △31,540   △32,300  

   投資その他の資産合計   1,243,617 10.0  1,409,908 12.0 

   固定資産合計   3,342,113 26.8  3,471,868 29.4 

   資産合計   12,490,234 100.0  11,799,581 100.0 
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前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

 １ 買掛金 ※２  1,316,810   831,070  

 ２ 短期借入金 ※１  2,950,000   2,250,000  

 ３ １年以内に返済予定の 
   長期借入金 ※１  50,000   100,000  

 ４ 未払金   47,260   27,986  

 ５ 未払費用 ※２  192,875   216,741  

 ６ 未払法人税等   220,681   8,895  

 ７ 未払消費税等   57,698   50,642  

 ８ 前受金   10,424   10,849  

 ９ 預り金   13,177   10,469  

 10 前受収益 ※２  14,227   14,227  

  11 賞与引当金   135,040   93,962  

  12  デリバティブ負債 ※５  248,638   709,439  

 13 その他 ※２  121   1,749  

   流動負債合計   5,256,955 42.1  4,326,032 36.6 

Ⅱ 固定負債        

 １ 長期借入金 ※１  1,200,000   1,325,000  

 ２ 繰延税金負債   ―   48,344  

 ３ 退職給付引当金   286,574   232,586  

 ４ 役員退職慰労引当金   118,839   143,430  

 ５ その他   17,231   17,549  

   固定負債合計   1,622,645 13.0  1,766,911 15.0 

   負債合計   6,879,601 55.1  6,092,944 51.6 

        

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※３  852,750 6.8  852,750 7.2 

Ⅱ 資本剰余金        

 １ 資本準備金   802,090   802,090  

   資本剰余金合計   802,090 6.4  802,090 6.8 

Ⅲ 利益剰余金        

 １ 利益準備金   213,187   213,187  

 ２ 任意積立金        

     別途積立金   3,516,700   3,616,700  

 ３ 当期未処分利益   233,882   124,143  

   利益剰余金合計   3,963,769 31.8  3,954,030 33.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △7,971 △0.1  97,771 0.9 

Ⅴ 自己株式 ※４  △5 △0.0  △5 △0.0 

   資本合計   5,610,632 44.9  5,706,637 48.4 

   負債資本合計   12,490,234 100.0  11,799,581 100.0 
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   22,136,244 100.0  20,178,484 100.0 

Ⅱ 売上原価        

 １ 期首商品たな卸高  2,327,777   2,444,487   

 ２ 当期商品仕入高  17,971,450   16,813,075   

   合計  20,299,228   19,257,562   

 ３ 他勘定振替高 ※１ 57,630   410,524   

 ４ 期末商品たな卸高  2,444,487 17,797,111 80.4 2,533,161 16,313,877 80.8 

   売上総利益   4,339,133 19.6  3,864,606 19.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

 １ 支払手数料  86,162   75,431   

 ２ 運賃発送費  985,290   928,530   

 ３ 広告宣伝費  298,231   281,998   

 ４ 地代・家賃  228,496   218,462   

 ５ 貸倒引当金繰入額  34,473   11,086   

 ６ 役員報酬  94,504   102,295   

 ７ 給料・手当  861,099   783,420   

 ８ 賞与  94,550   118,291   

  ９ 賞与引当金繰入額  135,040   93,962   

 10 退職給付費用 ※３ 76,238   △10,535   

 11 役員退職慰労引当金 
   繰入額  21,173   24,590   

 12 福利厚生費  128,137   111,328   

 13 旅費交通費  91,433   93,646   

 14 通信費  92,973   82,250   

 15 減価償却費  193,256   144,830   

 16 その他  567,336 3,988,397 18.0 505,107 3,564,697 17.7 

   営業利益   350,735 1.6  299,909 1.5 

Ⅳ 営業外収益        

 １ 受取利息  630   343   

 ２ 受取配当金  6,826   8,830   

 ３ 保険解約益   28,946   59,643   

 ４ 販売奨励金 ※２ 69,400   49,000   

 ５ その他  22,028 127,831 0.6 43,842 161,660 0.8 

Ⅴ 営業外費用        

 １ 支払利息  39,829   40,978   

 ２ 商品廃棄損  57,630   213,548   

 ３ 固定資産除却損  3,753   6,747   

 ４ その他  8,117 109,330 0.5 11,165 272,439 1.4 

   経常利益   369,236 1.7  189,129 0.9 

 



 34 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅵ 特別利益        

 １ 賞与引当金戻入益  56,474   ―   

 ２ 投資有価証券売却益  27,267 83,741 0.3 ―  ― 

Ⅶ 特別損失        

 １ 敷金貸倒損失  ―   31,805   

 ２ 型廃棄損  40,909   8,433   

 ３ 投資有価証券評価損  66,224   ―   

 ４ リース解約損  16,007   ―   

 ５ 子会社清算損  14,343 137,484 0.6 ― 40,238 0.2 

   税引前当期純利益   315,493 1.4  148,891 0.7 

    法人税、住民税  
   及び事業税 

 230,000   27,527   

   法人税等調整額  △63,823 166,176 0.7 57,756 85,284 0.4 

   当期純利益   149,317 0.7  63,607 0.3 

   前期繰越利益   101,233   82,761  

   中間配当額   16,668   22,224  

   当期未処分利益   233,882   124,143  
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③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

 当事業年度に係るキャッシュ・フロー計算書については、連結キャッシュ・フロー計算書を作

成しておりますので、記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税引前当期純利益  315,493 

 ２ 減価償却費  250,293 

 ３ 退職給付引当金の増減額  33,417 

 ４ 役員退職慰労引当金の増減額  5,407 

 ５ 貸倒引当金の増減額  23,510 

 ６ 賞与引当金の増減額  △54,522 

  ７ 投資有価証券売却益  △27,267 

  ８ 投資有価証券評価損  66,224 

 ９ 固定資産除却損  45,709 

 10 売上債権の増減額  358,153 

 11 棚卸資産の増減額  △116,709 

 12 仕入債務の増減額  △906,747 

 13 役員賞与の支払額  △20,880 

 14 その他の増減額  △21,489 

    小計  △49,406 

 15 利息及び配当金の受取額  7,456 

 16 利息の支払額  △38,691 

 17 保険金受取額  749,186 

 18 法人税等の支払額  △230,042 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  438,503 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 投資有価証券の取得による支出  △66,381 

 ２ 投資有価証券の売却による収入  59,400 

 ３ 有形固定資産の取得による支出  △133,635 

 ４ 無形固定資産の取得による支出  △14,796 

 ５ その他の支出  △4,930 

 ６ その他の収入  22,030 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △138,312 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 短期借入金の純増減額  △700,000 

  ２ 長期借入による収入  500,000 

 ３ 長期借入金の返済による支出  △100,000 

 ４ 自己株式の取得による支出  △5 

 ５ 配当金の支払額  △33,337 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △333,343 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  △33,152 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  781,378 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 748,225 
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③ 【利益処分案】 

 

  
前事業年度 
(平成15年６月26日) 

当事業年度 
(平成16年６月25日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益   233,882  124,143 

Ⅱ 利益処分額      

 １ 配当金  27,781  22,224  

 ２ 取締役賞与金  16,980  16,005  

 ３ 監査役賞与金  6,360  6,400  

 ４ 任意積立金      

    別途積立金  100,000 151,121 － 44,629 

Ⅲ 次期繰越利益   82,761  79,513 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 関連会社株式 

   総平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法 

   (評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は総平均

法により算定しております。) 

  時価のないもの 

   総平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

  時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

債務)の評価基準及び評

価方法 

  時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

  …総平均法による原価法 

商品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  …定率法 

   なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっており

ます。 

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  …定額法 

   なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。ただ

し、ソフトウェアについては社

内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

        同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売掛金等の債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率による計算額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、当期に負担すべき支給見込額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

             同左 

 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額及び年金資産額に基づき、当

期末において、発生していると認

められる額を計上しております

(但し、当期末の企業年金制度に

ついては、年金資産額が退職給付

債務の見込額を超えるため、前払

年金費用を計上しております)。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、特例処理の要

件を満たしている金利スワップに

ついては特例処理によっておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

               同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  
外貨建の 
予定取引 

通貨 
オプション    〃 

通貨 
スワップ    〃 

金利 
スワップ 

 
借入金の 
金利支払 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

   

   

 

 (3) ヘッジ方針 

  為替相場変動に伴うリスク及び金

利相場変動に伴うリスクの軽減を

目的に、将来の輸入見込額等を考

慮して行っており、投機的な取引

は行っておりません。 

(3) ヘッジ方針 

                同左 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の為替リスクが減殺さ

れているかどうかを検証すること

により、ヘッジの有効性を評価し

ております。なお、金利スワップ

については、特例処理の要件を満

たしているため有効性の判定を省

略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

               同左 

      

 

 

 

 

      

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手元現金・要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

 

 

―――――― 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 (2) (自己株式及び法定準備金取崩等

に関する会計基準) 

  当事業年度から「企業会計基準第

１号 自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」(平成

14年の２月21日 企業会計基準委

員会)を適用しております。 

  この変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当期における貸借対照表の資

本の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しておりま

す。 

 

 

     ―――――― 

 

 (3) １株当たり情報 

  当期より「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指

針(企業会計基準適用指針第４号)

が平成14年４月１日以降開始する

事業年度に係わる財務諸表から適

用されることになったことに伴

い、当事業年度から同基準及び適

用指針によっております。なお、

これによる影響については、「１

株当たり情報に関する注記」に記

載しております。 

 

      ―――――― 
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表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 前期までは独立科目で掲記していた「未収入金」(当

期末残高46,457千円)は金額が僅少となったため、流動

資産「その他」に含めて表示することに変更いたしまし

た。 

 

 「繰延ヘッジ損失」は前期まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、資産合計額の100

分の１を超えることとなったため区分掲記することに変

更しました。 

 なお、前期の「繰延ヘッジ損失」の金額は81,505千円

であります。 

 

 「デリバティブ負債」は前期まで、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、負債資本合計額の

100分の１を超えることとなったため区分掲記すること

に変更しました。 

 なお、前期の「デリバティブ負債」の金額は81,505千

円であります。 

 「未収入金」は前期まで、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりましたが、資産合計額の100分の１を

超えることとなったため区分掲記することに変更しまし

た。 

 なお、前期の「未収入金」の金額は53,078千円であり

ます。 

 

 

追加情報 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  

         ―――――― 

 （棚卸資産の付随費用について） 

棚卸資産の付随費用である、保管費、移管費及び運賃

について、従来発生時点で費用計上しておりました

が、金額的重要性が増加したため、当期より、商品の

取得価額に算入することとしました。 

 この結果、従来の方法によった場合に比し、営業利益

及び経常利益並びに税引前当期純利益が87,307千円増加

しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

※１ このうち 

建物 561,147千円

土地 893,789千円

計 1,454,936千円

   は、短期借入金2,350,000千円、１年以内に返済

予定の長期借入金50,000千円、長期借入金

1,200,000千円の担保に供しております。 

※１ このうち 

建物 451,603千円

土地 808,466千円

計 1,260,069千円

   は、短期借入金1,650,000千円、長期借入金

1,200,000千円の担保に供しております。 

※２ このうち関係会社に対するものは下記のとおりで

あります。 

売掛金 307,649千円

未収入金 32,970千円

買掛金 63,266千円

未払費用 59,732千円

前受収益 14,227千円
 

※２ このうち関係会社に対するものは下記のとおりで

あります。 

売掛金 15,223千円

未収入金 79,262千円

その他の流動資産 1,735千円

買掛金 11,374千円

未払費用 60,206千円

前受収益 14,227千円

その他の流動負債 44千円
 

※３ 会社が発行する株式の総数 

             普通株式 17,780,000株

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

となっております。 

   発行済株式の総数  普通株式 4,445,000株
 

※３ 会社が発行する株式の総数 

             普通株式 17,780,000株

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

となっております。 

   発行済株式の総数  普通株式 4,445,000株
 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式で25株

であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式で25株

であります。 

※５ ヘッジ手段に係わる損益又は評価差額は、純額で

計上しております。なお、相殺前の繰延ヘッジ損

失の総額は346,508千円、繰延ヘッジ利益の総額

は104,070千円であります。 

※５ ヘッジ手段に係わる損益又は評価差額は、純額で

計上しております。なお、相殺前の繰延ヘッジ損

失の総額は725,283千円、繰延ヘッジ利益の総額は

15,844千円であります。 

 ※６ 有価証券の時価評価により、純資産額が97百万円

増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。 
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 売上原価のうち、他勘定振替高は、営業外費用へ

の振替額であります。 

※１ 他勘定振替残高の内容は、次のとおりでありま

す｡ 

     営業外費用         213,548千円 

     会社分割に伴う減少高        196,975千円 

※２ このうち関係会社に対するものは下記のとおりで

あります。 

販売奨励金 69,400千円
 

※２ このうち関係会社に対するものは下記のとおりで

あります。 

販売奨励金 49,000千円
 

※３ 特別損失の型廃棄損につきましては、財務体質の

強化ならびに資産のリストラを図るため、販売の

見込みのない商品の金型を除却したものでありま

す。 

 

 ※３ 退職給付会計は簡便法を採用しております。 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 748,225千円

現金及び現金同等物 748,225千円
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

構築物 90,123 74,913 15,210 

工具・器具 
及び備品 111,503 63,525 47,978 

ソフトウェア 43,593 24,942 18,650 

合計 245,220 163,381 81,839 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具・器具 
及び備品 72,331 50,962 21,369 

ソフトウェア 29,840 14,757 15,082 

合計 102,171 65,719 36,452 

  同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 35,305千円

１年超 48,227千円

合計 83,532千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 16,285千円

１年超 20,247千円

合計 36,532千円

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 52,213千円

減価償却費相当額 51,486千円
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 29,333千円

減価償却費相当額 28,632千円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 13,800千円

１年超 10,800千円

合計 24,600千円
 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 10,800千円

１年超 －千円

合計 10,800千円
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(有価証券関係) 

※当事業年度に係る「有価証券関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載してお

ります。 

 

前事業年度(平成15年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前事業年度(平成15年３月31日) 
区分 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの    

 ① 株式 77,625 83,303 5,677 

 ② 債券 ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― 

小計 77,625 83,303 5,677 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの    

 ① 株式 103,789 84,670 △19,118 

 ② 債券 ― ― ― 

 ③ その他 17,180 17,180 ― 

小計 120,969 101,850 △19,118 

合計 198,595 185,154 △13,440 

(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当期において,66,224千円の減損処理

を行っております。 

 

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 

区分 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 
(千円) 

売却額 59,400 

売却益の合計額 27,267 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

(1) その他有価証券 

 

区分 
前事業年度(平成15年３月31日) 
貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 50,413 
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(デリバティブ取引関係) 

※当事業年度に係る「デリバティブ関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載し

ております。 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 取引の内容 

  当社は為替予約取引・通貨オプション取引・通貨スワップ取引・金利スワップ取引を利

用しております。 

２ 取引に関する方針 

  当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。 

３ 取引の利用目的 

  当社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避し、

安定的な利益の確保を図る目的で、また、金利関連では、借入金利の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用しております。なお、デリバテ

ィブ取引を利用して主としてヘッジ会計を行っております。 

  なお、ヘッジ会計の方法等については、重要な会計方針 ７ ヘッジ会計の方法に記載し

ております。 

４ 取引に係るリスクの内容 

  当社が利用している為替予約取引・通貨オプション取引・通貨スワップ取引・金利スワ

ップ取引は、為替相場及び金利相場の変動リスクを有しております。 

  なお、当社のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引はリスクヘッジ取引に限定しており、また取引限度額等を設定した、

社内規定に基づいて行っている。 

  なお、デリバティブ取引は経理部資金課が行っており、経営企画室に報告しておりま

す。 

(2) 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

１ 通貨関連 

前事業年度(平成15年３月31日) 

 

前事業年度(平成15年３月31日) 

区分 種類 
契約額等 
(千円) 

契約額等の 
うち１年超 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価損益 
(千円) 

市場取引以外の取引 為替予約米ドル 199,800 166,500 193,600 △6,200 

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場によっております。 

２ ヘッジ会計を適用している部分については記載を省略しております。 

 

２ 金利関連 

前事業年度(平成15年３月31日) 

当社はヘッジ会計(特例処理)を適用しているため、開示の対象から除いております。 
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(退職給付関係) 

※当事業年度に係る「退職給付関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載してお

ります。 

 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けております。 

２ 退職給付債務等の内容 

 (1) 退職給付債務及びその内訳 

  イ 退職給付債務 

  ロ 年金資産 

  ハ 貸借対照表計上額純額(イ＋ロ) 

  ニ 前払年金費用 

  ホ 退職給付引当金(ハ－ニ) 

 

 

△286,574千円 

246,544千円 

△40,030千円 

246,544千円 

△286,574千円 
  
(注) 当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法

を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

 イ 簡便法による退職給付費用 76,238千円 
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(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 千円

 商品評価損 104,608 

 賞与引当金繰入限度超過額 47,312 

 未払事業税 19,343 

 その他 16,645 

 小計 187,908 

繰延税金資産(固定)  

 退職給付引当金繰入限度超過額 97,646 

 役員退職慰労引当金 48,355 

 その他 22,727 

 小計 168,730 

 評価性引当額 △16,691 

  計 152,038 

繰延税金負債(固定)  

 前払年金費用 100,319 

  計 100,319 

繰延税金資産(固定)の純額 51,719 

繰延税金資産合計 239,628 
   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 千円

 商品評価損 59,937 

 賞与引当金繰入限度超過額 38,233 

 敷金貸倒損失 12,941 

 その他 29,157 

繰延税金資産（流動）の純額 140,270 

繰延税金資産(固定)  

 退職給付引当金繰入限度超過額 90,815 

 役員退職慰労引当金 58,361 

 その他 22,105 

 小計 171,283 

 評価性引当額 △21,121 

 繰延税金資産（固定）計 150,161 

繰延税金負債(固定)  

 退職給付引当金（年金） △131,429 

 有価証券評価差額金 △67,077 

 繰延税金負債（固定）計 △198,506 

繰延税金資産(固定)の純額 △48,344 

  
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.1％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 5.8 

 住民税均等割等 5.6 

  その他 △0.8 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.7 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.1％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 13.5 

 住民税均等割等 11.9 

会社分割による繰延税金資産の減少 △11.7 

 その他 1.5 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.3 
 

３ 地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただ

し、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに限

る。)に使用した法定実効税率は、前期の42.1％から

40.7％に変更された。その結果繰延税金資産の金額

(繰延税金資産の金額を控除した金額)が1,728千円減

少し、当期に計上された法人税等調整額が1,545千

円、その他有価証券評価差額金が182千円、それぞれ

増加している。  

 

 

 

 

      ―――――――― 
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(持分法損益等) 

※当事業年度に係る「持分法損益等」については、連結財務諸表を作成しておりますので記載してお

りません。 

 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額 49,000千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 178,498千円 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 25,788千円 
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【関連当事者との取引】 

※当事業年度に係る「関連当事者との取引」については、連結財務諸表における注記事項として記載

しております。 

 

前事業年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有)
割合(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 科目 

期末残高 
(千円) 

ホイール等
の購入 

1,709,630 買掛金 62,956 

設備等の 
販売 

981,813 売掛金 290,452 

その他の関係会社
(当該その他の関
係会社の親会社を
含む) 

中央精機㈱ 
愛知県 
安城市 
2,506,000 

自動車部品 
の製造 

被所有 
直接 
36.5 

兼任 
２名 

ホイール
等の購入 
及び設備
等の販売 

販売奨励金 69,400 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 同社製品の購入については、市場価格、販売量を勘案し、同社からの希望価格に対し価格交渉の

上、一般取引条件と同様に決定しております。 

２ 同社製品の販売につきましては、市場価額等を勘案し、一般取引条件と同様に決定しております。 

(注) 上記取引金額に消費税等は含まれておらず、期末残高には、消費税等を含んでおります。 
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(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産 1,256円99銭

１株当たり当期純利益 28円34銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第４号)を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し

て算定した場合の１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

１株当たり純資産 1,239円89銭

１株当たり当期純利益 42円62銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産 1,278円80銭

１株当たり当期純利益 9円27銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当期純利益 149,317千円 63,607千円 

普通株主に帰属しない金額 23,340千円 22,405千円 

 (うち利益処分による役員賞与金) (23,340千円) (22,405千円)

普通株式に係る当期純利益 125,977千円 41,202千円 

期中平均株式数 4,444,993株 4,444,975株 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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6．役員の異動 

  

 該当事項はありません。 

 


